
主 文
１ 原判決中，控訴人らと被控訴人らに関する部分を次のとおり変更する。
(1) 控訴人Ａ，同Ｂ，同株式会社Ｃ及び同Ｄは，福山市に対し，各自金５０
０３万０３１１円及びこれに対する控訴人Ａ及び同Ｂについては平成元年４月
５日から，同株式会社Ｃについては平成元年４月６日から，同Ｄについては平
成元年４月８日からそれぞれ支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
(2) 控訴人Ｅは，福山市に対し，金３７０４万１９８４円及びこれに対する
平成元年４月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
(3) 控訴人Ｆは，福山市に対し，金２７６万２１９８円及びこれに対する平
成元年４月５日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。
(4) 被控訴人らの控訴人Ａ，同Ｂ，同Ｅ，同Ｆ，同株式会社Ｃ及び同Ｄに対
するその余の請求をいずれも棄却する。
２ 訴訟費用は，控訴人Ａ，同Ｂ，同株式会社Ｃ，同Ｄ及び同Ｅと被控訴人ら
との間では，第１，２審を通じて４分し，その１を同控訴人ら５名の，その３
を被控訴人らの各負担とし，控訴人Ｆと被控訴人らとの間では，第１，２審を
通じて１０分し，その１を同控訴人の，その９を被控訴人らの各負担とする。

事実及び理由
第１ 当事者の求めた裁判
１ 控訴人ら
(1) 原判決中控訴人ら敗訴部分を取り消す。
(2) 被控訴人らの請求をいずれも棄却する。

２ 被控訴人ら
本件各控訴を棄却する。

第２ 事案の概要
１ 本件は，福山市の住民である被控訴人らが，福山市が控訴人株式会社Ｃ

（以下「控訴人Ｃ」という ）に発注した町内清掃等に係る汚土収集運搬業務。
の委託契約に基づく公金支出が違法であるとして，平成１４年法律第４号によ
る改正前の地方自治法（以下「法」という ）２４２条の２第１項４号に基づ。
き，福山市に代位して，控訴人Ｃ及び当時同社の取締役で実質的な経営者であ
り，その後代表取締役に就任した控訴人Ｄ，当時の市長（控訴人Ａ ，当時の。）
助役（控訴人Ｂ，同Ｆ，同Ｅ ）並びに当時の収入役（原審被告Ｇ）に対し，。
それぞれ福山市への損害賠償をするよう求めた事案である。

すなわち，被控訴人らは，(1)前記汚土収集運搬業務の委託契約には，
汚土以外の物件の収集運搬業務は含まれていないにもかかわらず，控訴人Ｃは，
同Ｄをして，従業員らに汚土以外の物件を収集運搬させ，委託料の支払を請求
したのに対し，福山市はこれに対しても公金を支出した，(2)控訴人Ｃは，同
Ｄをして，従業員らに福山市からの指示書による具体的な指示のないまま勝手
に収集運搬させた物件の委託料の支払を請求したのに対し，福山市はこれに対
しても公金を支出した，(3)前記汚土収集運搬業務の委託契約は，随意契約に
よっているが，同委託契約は，随意契約の制限に関する法令に違反して締結さ
れており違法であるだけでなく無効である，等を主張して，控訴人らに対し，
福山市に対する損害賠償（控訴人Ａ，同Ｂ，原審被告Ｇ，控訴人Ｃ及び同Ｄに
対し各自１億７１７１万５３９７円，同Ｅに対し１億３７７２万５６１２円，
同Ｆに対し３３９８万９７８５円及びこれらに対する訴状送達の日の翌日〔控
訴人Ｅにつき平成元年４月４日，控訴人Ａ，同Ｂ，同Ｆ及び原審被告Ｇにつき
同月５日，控訴人Ｃにつき同月６日，同Ｄにつき同月８日〕からそれぞれ支払
済みまで民法所定年５分の割合による遅延損害金）の支払を求めたものである。

その余の事案の概要及び争点に関する当事者の主張は，原判決の事実中
「第二 当事者の主張」欄記載のとおりであるから，これを引用する（ただし，
原判決１３頁６行目の「処理期限日と」を「処理期限日とを」に，２３頁２行
目の「知り得うべかりし」を「知り得べかりし」に，３７頁８行目の「調査



等」を「調査等を」に，５７頁９行目の「請求書を」を「請求書の」に，６０
頁３行目の「該当する」を「該当するか」にそれぞれ改める 。。）

原審は，前記(1)ないし(3)の被控訴人らの主張を認め，控訴人Ａ，同Ｂ，
同Ｅ，同Ｃ及び同Ｄに対する請求の一部を，同Ｆに対する請求の全部をそれぞ
れ認容したが，原審被告Ｇに対する請求は，同被告の委託料支出行為の決裁に
ついて法２４３条の２に規定する故意又は重過失が認められないとして棄却し
た。

これを不服として控訴人らから提起されたのが，本件控訴事件である
（なお，原審被告Ｇについてされた原審判決は，そのまま確定した 。。）
２ 当審における争点は，原審におけると同様であって，前記１(1)ないし

(3)及び(4)各控訴人らの責任の有無に加えて，(5)福山市の損害の有無及び損
害額の点であるが，特に(5)の点が重点的に争われるところとなった。
３ 当審における当事者の主張は次のとおりである。
(1) 控訴人ら
ア 本件各契約上「汚土」とは「町内会等地域住民の奉仕活動，その他

による用排水路，道路，側溝等のしゅんせつ清掃作業によって収集された汚土，
雑草，その他混合物」と定義されている。本件各契約（福山市が控訴人Ｃに対
して汚土の収集運搬を委託した契約）は，町内会等が実施する清掃美化活動の
実態を考慮して「汚土」を定義しているところ，その内容は 「道路，溝，公，
園等の清掃 「道路，公園の除草，清掃」等であるから，これらの活動から発」，

， 。生する物件としては 「汚土」だけでなく，雑草その他雑多なものが存在する
したがって 「汚土」には，汚土のほか，汚土を含まない雑草やその他のゴミ，
も含まれる。また，町内会等の清掃美化活動によらないものでも，外見上は清
掃美化活動によるものかどうかの判断が困難なものや不法投棄物であっても汚
土と一緒に投棄されていてその分別が困難なものについては，これらを個別に
判断して「汚土」と取扱いを区別することは現実的ではなく，経済的にも見合
わないことから，本件各契約の「汚土」に含まれると解すべきである。

さらに，不法投棄物であることが明白な場合，厳密には「汚土」に
当たるとはいえない場合であっても，これを「汚土」に含めて解釈することに
は十分な正当性があるというべきである。すなわち，福山市の区域内である以
上，福山市には，その収集・運搬・処理の義務があるところ（平成１１年法律
第８７号による改正前の地方自治法２条３項７号〔以下 「法２条３項７号」，
という ，廃棄物処理法６条１項，同法６条の２第１項 ，昭和６２年度に控。〕 ）
訴人Ｃに処理が委託されるまで，その処理は一般廃棄物処理業者にスポットの
方法で委託されており，同業者は日常的な業務の時間外にこれを処理していた
ため，処理が遅れがちとなり市民から多くの苦情が寄せられ，その対応が急務
となった。そこで，福山市としては，不法投棄物は道路脇に投棄されることが
多いことに着目し，昭和６２年度は，道路の管理を所管する土木部が清掃汚土
の収集運搬業務を所管するとともに不法投棄物の処理も控訴人Ｃに委託するこ
とに決定したものである。その結果，迅速に不法投棄物の処理が行われるよう
になったのであり，福山市の判断には合理性がある。

イ 本件各契約に基づく公金の支出に関しては，事前の指示書がなく，
搬入伝票に記載された車両台数に対応した数量が記載された指示書が後日作成
されている場合があるが，これをもって，事前の指示書のない公金支出が違法
であるということはできない。

すなわち，あらかじめ指示書に記載される台数は，担当職員の目測
によるものであることから，指示書で指示台数を確定することは事実上不可能
であり，処理後に搬入伝票で台数を確定するほかない。指示書に記載された指
示台数はあくまでも業者が配車するための目安を示したという程度のものにす
ぎず，委託料算定の基礎となる車両台数は処理後に搬入伝票により確定される
と考えるべきである。したがって，搬入伝票に対応する指示書が一切なければ
格別，指示書に対応した搬入伝票については，当該搬入伝票に指示台数を超え
た台数が記載されていることをもって当該公金支出を違法ということはできな
いというべきである。



ウ 本件各契約については，廃棄物処理法及び同法施行令のみが適用さ
れ，法２３４条１，２項，同法施行令１６７条の２は適用されない。

すなわち，法２３４条の対象となる契約は，その例示からみて，地
方公共団体が私人と対等の立場において締結する私法上の契約をいうものであ
ることは明らかであり，公法上の契約を含むものではないと解されるところ，
本件各契約にかかる廃棄物の処理等は市町村の処理すべき本来の行政事務（固
有事務）を私人に委託するものであるから，公法上の契約であることは明らか
であり，法２３４条は適用されず，一般廃棄物の収集等の業務の公共性にかん
がみ，経済性の確保の要請よりも業務遂行の適正を重視する廃棄物処理法のみ
が適用され，したがって，契約締結の方法を一般競争入札，指名競争入札又は
随意契約のいずれにするかは市町村の裁量に委ねられているものと解すべきで
ある（札幌高裁昭和５４年１１月１４日判決。行政事件裁判例集３０巻１１号
１８６２頁参照 。）

仮に，本件各契約に法２３４条が適用されるとしても，原審で主張
したとおり，同法施行令１６７条の２第１項２号の「その性質又は目的が競争
入札に適しないもの」に該当し，市長はこれを随意契約の方法により締結する
ことができるというべきである。

すなわち，本件各契約に係る業務は，控訴人Ｃに委託する以前は福
山市が直営で行っていたことからも明らかなとおり，公共的な業務であり，経
済性の確保の要請よりも業務遂行の適正の要請が高いものであって，廃棄物処
理法，同法施行規則の趣旨に則り，随意契約の方法により締結することこそが
本則というべきである。実際，福山市に限らず多数の自治体が随意契約の方法
で一般廃棄物の収集運搬業務の委託契約を締結しているし，福山市においては，
平成元年以降本件各契約に係る業務は競争入札の方法で契約が締結されて行わ
れているが，サービスの低下が住民から指摘されている。

原判決は，控訴人Ａらは，同Ｄを恐れて本件各契約を随意契約の方
法で締結した旨認定する。

しかし，前記のとおり，本件各契約を随意契約の方法で締結するこ
とは，廃棄物処理法等の趣旨に則ったものであること，福山市における一般廃
棄物の収集運搬業務の民間委託も，多数の自治体同様随意契約の方法で締結さ
れていること，控訴人Ｃと昭和５５年度以降随意契約により清掃汚土の収集運
搬業務を委託してきた経緯から，これを一般入札の方法に変更するとなると，
控訴人Ｃに対して減車補償を行わなければならないことが懸念されたことなど
から，控訴人Ａは，随意契約による方法を選択したのであって，裁量権の逸脱
又は濫用はない。もっとも，複数業者から見積書を徴しなかったという福山市
契約規則に反する取扱いはあったが，福山市が昭和６１年１月ころ担当者から
控訴人Ｃ以外の複数業者に事実上見積書の提出を求めたが結局見積書の提出が
なかったことや控訴人Ｃの見積額はいわゆる三省基準に基づいて適正に算定さ
れた予定価格を下回るものであったことに照らせば，実質的には，福山市契約
規則に反するところはなく，したがって，市長である控訴人Ａに裁量権の濫用
又は逸脱があったということはできない。

エ 仮に本件各契約の締結及びこれに関連する支出負担行為が違法であ
るとしても，控訴人らに責任はない。

(ア) 控訴人Ａ
控訴人Ａは，本件各契約を随意契約の方法で締結する際，環境事

業部等の担当者に法令解釈上の問題点について検討させ，法に反しないこと，
福山市における一般廃棄物の収集運搬業務の民間委託契約が多数の自治体と同
様に随意契約の方法で締結されていること，昭和５５年度以降随意契約により
継続してきた経過からして，単年度契約であってもこれを打ち切るには減車補
償が必要となる可能性があると考えられたこと等から本件各契約を締結したの
であり，当時の状況において，控訴人Ａに，控訴人Ｃとの契約を打ち切って一
般競争入札の方法により契約を締結することを期待することはできなかったの
であって，控訴人Ａに過失はないというべきである。

また，本件で公金支出が問題となっているのは昭和６２年１２月



２２日から昭和６３年１２月２１日までの間であるが，当時汚土収集に関する
指示書や搬入伝票の作成・交付等は土木部土木建設課長の専決事項であり，本
件委託料の支払については土木部長の専決事項であったところ，控訴人Ａは事
前の指示書によらず汚土の収集運搬が行われていたことや汚土外物件（ただし，
不法投棄物を除く ）の収集運搬を行いこれについて公金が支出されているこ。
とを知らなかったものであり，また，これを知りあるいは知り得たとして阻止
ないし是正することも期待できなかったから，控訴人Ａに責任はない。

(イ) 控訴人Ｆ，同Ｂ及び同Ｅは，いずれも福山市の元助役であると
ころ，本件各契約の締結権限は，福山市事務決裁規程６条(18)により市長の権
限とされており，助役は市長の補助機関たる職員にすぎず，市長の指揮監督に
服すべき立場にあるから（法１５４条 ，市長の権限とされている事項につい）
て，助役が損害賠償責任を負うことはない。

助役の就任期間は，控訴人Ｆが昭和５８年９月１６日から昭和６
２年９月１５日まで，同Ｂが昭和６０年１０月２５日から平成元年２月２８日
まで，同Ｅが昭和６２年１２月１８日から平成７年１２月１７日までであると
ころ，福山市助役事務分担規程によれば，自己が分担する事務に関してのみ下
級補助職員に対する指揮監督上の責任を負担するものである。したがって，昭
和６２年１２月２２日から昭和６３年１２月２１日までの間，汚土収集に関す
る事務を所管していた土木部についての担当は控訴人Ｅであり，担当外であっ
た控訴人Ｆ及び同Ｂには，指揮監督上の故意又は過失はないというべきである。

また，助役は，部課長等下級補助職員の専決に属する事項につい
て，当該補助職員が違法行為をすることを阻止すべき指揮監督上の義務に違反
し，故意又は過失により阻止しなかったときに限り損害賠償責任を負うべきで
あると解すべきところ，控訴人Ｆ，同Ｂ及び同Ｅは，本件各契約により事前の
指示書によらない汚土の収集運搬が行われていたことやいわゆる汚土外物件が
収集運搬されていたことを知らず，またこのような収集運搬に対する公金の支
出を個別具体的に阻止することを期待できるような事情がなかったことは控訴
人Ａの場合と同様であり，補助職員に対する指揮監督上の故意又は過失はない
というべきである。特に控訴人Ｆについては，昭和６２年９月１５日に退職し
ており，昭和６２年度の清掃汚土の運搬収集の業務委託契約を随意契約の方法
で締結したことに関して責任を生じる余地があるとしても，昭和６２年１２月
２１日から昭和６３年１２月２１日までの間の同契約の履行に関しては，同契
約に係る事務が適正に行われるよう補助職員を指揮監督すべき義務はなかった。

(ウ) 控訴人Ｃ及び同Ｄ
本件各契約を随意契約の方法で締結することは，前記ウのとおり，

もとより違法となるものではないが，加えて昭和５５年当時，清掃汚土の収集
運搬業務の委託契約を締結しようとする業者が他になかったことから，控訴人
Ｃは福山市に依頼され，同契約を締結してきた経過があり，控訴人Ｃ及び同Ｄ
が本件各契約を随意契約の方法で締結すること及びこれの継続を切望すること
に何ら違法性はない。

また，控訴人Ｃは，専ら福山市の指示に基づいて汚土の収集運搬
を行ってきた（ただし，刑事事件となった従業員らの建設残土の搬入は除
く ）ところ，福山市の担当職員が指示する目的物が本件各契約の目的外物件。
であると判断することはできず，まして，これを収集運搬する運転手において
判断できるはずもないのであって，汚土外物件を収集運搬したことに違法性は
ない。控訴人Ｄが同Ｃの従業員に対し汚土外物件を収集運搬するよう指示した
ことがないことも同控訴人に対する刑事事件の控訴審判決（広島高等裁判所平
成２年(う)第１０１号）のとおりである。

もっとも，事前の指示書による指示台数と実際の搬入台数が一致
しないことはあったが，福山市の担当職員が搬入台数を目測により見積もって
指示台数の記載をすることから，町内清掃が一時期に集中し，大量の汚土が発
生した場合見積もり台数に多数の齟齬が生じることもあり，追加発注等は必然
的に発生するものであったから，事前の指示書の台数と搬入台数の齟齬をもっ
て，控訴人Ｃが無断搬入したものと認めることはできない。



オ 仮に本件各契約の締結が違法であったとしても，福山市には，前記
アのとおり，不法投棄物を処理すべき義務があり，控訴人Ｃ以外に委託しても
同様な費用を要したのであるから，福山市に何ら損害は発生していないという
べきである。

すなわち，清掃汚土の収集運搬業務を昭和６０年度に下水道部に移
管するまでは，汚土についても不法投棄物についても環境事業部が担当してお
り，その委託料は同一の積算基準で算出されていた。その積算基準とは，処理
に必要とされる車両１台について借り上げる方式を前提とし，同車両を運行す
るに必要な費用の月額を計算し，これに処理に必要な台数を乗じた上，予備車
を確保しておく必要から予備車両の維持の費用を加算する方法で行われており，
１車あたりの月額費用は同一であった。また，下水道部に移管された昭和６０
年度以降は，１車１回当たりの単価は，一般の土木工事積算基準で算出された
ものに従来の環境事業部の契約金額を加味して，１万８５００円とされた。両
者は積算の基準が異なることから単純に比較することはできないが，昭和５９
年度と昭和６０年度の１トン当たりの処理単価を比較すると，昭和６０年度の
処理単価は大幅に減額となっている。そのことからすると，控訴人Ｃによる不
法投棄物の処理費用が，環境事業部が担当していた当時よりも高価であったと
いうことはできず，不法投棄物の処理を控訴人Ｃが行ったことによって福山市
に損害は発生していない（なお，清掃汚土の収集運搬委託業務に係る１車１回
当たりの単価は昭和６３年度にかけて年々上昇しているが，概ね物価上昇程度
のものであって一般廃棄物処理費用についても同様の上昇はあったものと考え
られる 。。）

カ 仮に控訴人らの主張が認められないとしても，次のとおり，原判決
の損害算定には誤りがある。

(ア) 原判決は，昭和６２年１２月２２日から昭和６３年１２月２１
日までの間の汚土外物件の収集，搬入台数又は指示書のない汚土収集搬入台数
の合計を，全搬入台数９３２３台のうち６７１５台と認定しているが，同期間
の前記全搬入台数のうち，汚土及び汚土を含む混合物を搬入した台数は６７７
５台，汚土を含まないもの（ゴミ，草，木，袋等）を搬入した台数１９２７台，
不法投棄物を搬入した台数５８５台，搬入伝票の欄外未記入のもの３６台（甲
１住１８頁１行目から７行目及び別表(1)）であり，原審認定の損害額は多額
にすぎる。

(イ) 原判決は，Ｈ町，Ｉ町，Ｊ町，Ｋ町，Ｌ町，Ｍ町，Ｎ町及びＯ
町が収集場所として記載されたものをすべて汚土外物件の収集を指示したもの
であり違法な公金支出であると認定するが，これらのうち，少なくともＩ町，
Ｊ町，Ｋ町及びＮ町では町内会等による清掃美化活動が行われており（甲５
４ ，Ｈ町，Ｉ町，Ｊ町及びＫ町には汚土の一時的集積場（ステーション）が）
あったほか，Ｌ町，Ｍ町及びＯ町についても工場関係者の清掃作業により「汚
土」が排出されたことも考えられるのであって，町名から一律に汚土外物件に
対する公金支出であるとはいえない。

キ 被控訴人らの主張に対する反論
被控訴人らは，本件各契約に基づく支出負担行為について，予算の

流用を禁止した法２２０条２項に反する違法な予算執行である旨主張する。
(ア) しかし，福山市では，町内清掃汚土委託料を（款）土木費

（項）道路橋りょう費（目）道路維持費（節）委託料として予算化しているの
は被控訴人ら主張のとおりであるが，昭和６２，６３年度予算においては，こ
れにとどまらず （款）土木費（項）水路費（目）水路維持改良費（節）委託，
料としても予算化している（ 福山市一般会計予算書並びに予算に関する説明「
書」の「水路維持改良費」に係る説明欄には「汚泥収集運搬委託料」の記載は
ないが，同説明書欄の「水路維持費」中「排水路浚渫費」に含まれることが調
査嘱託の結果認められる 。そして，昭和６２，６３年度の予算執行に対する。）
決算の承認も行われている。

(イ) 不法投棄物に関しては，前記イのとおり福山市が清掃業務の実
態を踏まえて本件各契約に含めて処理することを決定したものであり，このよ



うな判断・解釈には十分な正当性が認められ，行政裁量の範囲内というべきで
あるから，この点についても違法性はない。

(2) 被控訴人ら
ア 福山市は，町内清掃汚土委託料を（款）土木費（項）道路橋りょう

費（目）道路維持費（節）汚泥収集処理費として予算計上しているにもかかわ
らず，昭和６２，６３年度の町内清掃汚土委託料の予算執行にあたり （款），
土木費（項）水路費（目）水路維持改良費（節）委託料から支出した。同支出
は，福山市昭和６２，６３年度予算第５条（法２２０条２項ただし書を受けて，
各項に計上した給料，職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合
に限り，同一款内での経費の各項の間の流用を認めた規定）に抵触し，各款の
間，各項の間の予算の流用を禁止している法２２０条２項に反するだけでなく，
議会の議決を経ない違法なものである。

イ 本件各契約における「汚土」とは，契約締結に至る経過や契約上の
文言からすれば，一般廃棄物や環境事業部清掃管理課の所管する不法投棄物を
含まない「しゅんせつ清掃作業により発生した汚土」であることが明らかであ
る（したがって，本件各契約上「道路，側溝等」とあるのは「道路側溝等」で
あり，しゅんせつ清掃作業の対象とならない側溝のない道路は含まれないと解
すべきである 。したがって，不法投棄物に関しては，本来，環境事業部清掃。）
管理課が（款）衛生費（項）清掃費（目）塵芥処理費（節）委託料（塵芥収集
運搬委託料）の予算をもって廃棄物委託業者に発注するか，福山市直営をもっ
て収集・運搬すべきものであって，これを控訴人ら主張のように本件各契約に
含めて（款）土木費（項）水路費（目）水路維持改良費（節）委託料から支出
することは，歳出予算の流用禁止（法２２０条２項）に抵触する違法な支出負
担行為である。

ウ 控訴人らの主張に対する反論
(ア) 一般廃棄物処理業務を委託する契約については，廃棄物処理法

及び同
法施行令のみが適用され，法２３４条１，２項，同法施行令１６

７条の２の適用はないとする控訴人らの主張は争う。
公法契約は一般的には可能であるが，実際には法律が明示的にこ

れを認める場合又は法律自らが規制していない限られた範囲において，しかも
法規に抵触しない限度においてのみ有効に成立し得るものであって，固有事務
に関する契約であるからといって直ちに公法上の契約となるものではない。

この点をおくとしても，本件各契約にいう「汚土」は廃棄物処理
法２条に定める廃棄物ではなく，前記イのとおり本件各契約には文言上廃棄物
の収集運搬が含まれていないことは明らかであるから，廃棄物処理法等は適用
されず，法２３４条１，２項等が適用されるべきである。

すなわち，控訴人Ｃは，福山市に対し，昭和４４年廃棄物委託処
理業者の許可申請をしたが却下された際，衛生局長Ｐが「将来的には福山市の
廃棄物処理業者にしてやる 」と口約束したことから，これをたてに，福山市。
に廃棄物処理業者の許可を出すよう繰り返し圧力を加えていたという経緯があ
り，昭和５４年環境事業部清掃管理課長のＱが，当時の助役，環境事業部長，
衛生局長らと協議の上，従来廃棄物処理許可業者に委託していた「汚土」を控
訴人Ｃに委託することにより，同社を廃棄物処理許可業者に加えないで，それ
までの問題を解決することにしたのである。つまり，福山市は，控訴人Ｃを廃
棄物処理許可業者に加えないため，一般廃棄物又は不法投棄物とみなされない
「汚土」の収集運搬を控訴人Ｃに委託したもので，本件各契約に廃棄物の収集
運搬は含まれていないし，汚土の収集運搬は廃棄物の収集運搬には当たらない。

(イ) 控訴人らは，公金支出が違法であるとしても，不法投棄物に関
しては，福山市に処理義務がある以上損害は発生していない旨主張する。しか
し，そもそも本件の不法投棄物について福山市に処理義務があるとすること自
体根拠がないし，福山市が本来処理すべき義務を負う不法投棄物の処理量及び
その費用が不明である以上，損害がないとする理由はない。

すなわち，福山市の汚土は，昭和５８年度をピークに減少してい



るにもかかわらず，昭和６２，６３年度に控訴人Ｃによる搬入量が急激に増加
し，平成元年には大きく減少に転じていること，控訴人らが主張する「汚土外
不用物件及び不法投棄物」とは道路や水路に散乱している紙，缶，瓶等であり，
さして重量のあるものではないことからすると，昭和６２，６３年度に控訴人
Ｃが搬入したものには大量の私有地上にある山土，建設残土が含まれていたも
のと考えざるをない。そして，これらについては，福山市に収集すべき義務は
ないのであるから，これらの搬入にかかる委託料の支払は，福山市の損害とな
る。

また，本件各契約における契約単価は，平成元年度における単価
を上回る上，本件各契約と同期の一般廃棄物のトン当たり委託料と比較しても
異常な高額であることからも，福山市に損害が生じていることは明らかである。
第３ 当裁判所の判断
１ 当裁判所も，控訴人らの福山市に対する損害賠償責任を認めるべきであ

るが，損害額及び各控訴人らの損害賠償額については，一部変更して減額すべ
きものと判断する。その理由は，損害額及び各控訴人らの損害賠償額に関する
部分を除き，次のとおり付加・訂正し，後記２のとおり当審における控訴人ら
の主張に対する判断（損害額等についての判断を含む ）を付加するほか，原。
判決理由説示のとおりであるから，これを引用する。

(1) 原判決７８頁１０行目の「Ｒ１」を「Ｒ２」に改める。
(2) ８０頁末行の「一六九 」の次に「１７０，１７１」を加え，８１頁、

１行目の「被告」から「Ｄ本人」までを「原審及び当審における控訴人Ｅ，同
Ａ及び原審における控訴人Ｄ各本人」に改める。

(3) ８４頁末行の「委託契約を」を「委託契約が」に，８５頁８行目の
「市役所にし」を「市役所に対し」に，９０頁１０行目の「締結するに際」を
「締結する際」に，９７頁７行目の「積む込んで」を「積み込んで」に，１０
４頁１０行目の「検討される」を「検討され」にそれぞれ改める。

。(4) １０５頁２行目の「環境衛生部清掃管理課は」を次のとおり改める
「それまで環境衛生部清掃管理課が，発生する都度，一般廃棄物処理委

託業者にスポットで委託して処理してきたが，一般廃棄物処理委託業者は，不
法投棄物の処理は，日常的な業務外に行わなければならなかったことから処理
が遅れたり，不十分になったりする状況にあったところ，同課は」

(5) １０６頁５行目末尾の次に次のとおり加える。
「ただ，控訴人Ｄが同Ｃを委託業者にするよう福山市に対して強硬に申

し入れていたことから，当時の担当者が控訴人Ｄに対し，将来的には控訴人Ｃ
に優先的に委託するかのような発言をしていた 」。

(6) １０６頁９行目の「しかし」から同末行までを次のとおり改める。
「控訴人Ｄは，昭和４４年当時の担当者の前記発言をたてに，福山市に

対し，控訴人Ｃを優先的に委託業者に選定するよう，強硬かつ執拗に要求を続
けていた 」。

(7) １０８頁８行目の次に次のとおり加える。
「福山市が，昭和５５年当時，控訴人Ｄに対してこのような措置を採っ

たのは，同控訴人が福山市に対し，控訴人Ｃを廃棄物処理委託業者にするよう，
強硬かつ執拗な申入れを継続しており，福山市としても何らかの解決を図る必
要に迫られていたが，控訴人Ｃを委託業者に選定することは困難であったこと
から，一般廃棄物の範疇ではないとの認識のもとに町内清掃等による道路側溝，
水路などの清掃汚土の収集運搬をＣに委託することにより長年の懸案を解決す
るためであった。なお，従来汚土の収集運搬は一般廃棄物処理を委託された１
２業者が行っていたため，福山市はこれらの業者の同意を得た上，控訴人Ｃに
汚土の収集運搬を委託しなければならなかった 」。

(8) １２３頁７行目の次に次のとおり加える。
「こうしたことから，控訴人Ａも昭和５９年ころ，清掃汚土の収集運搬

業務の委託契約を随意契約の方法で締結することに問題がないかを，担当職員
に検討させたことがあったが，福山市においても他の多数の自治体と同様一般
廃棄物処理の委託契約を随意契約の方法で締結していることから法令上問題が



ないとしてそのままにし，昭和６１年ころには，前記委託契約を一般入札の方
法で締結することを検討したこともあったが，減車補償の問題が生じる可能性
があるとして，引き続き控訴人Ｃに委託することとした 」。

(9) １２８頁８行目の「一六九 」の次に「１８７ 」を，１３３頁２行、 ，
目の「Ｓ総務部長が 」の次に「同年１０月６日には控訴人Ａ他１名が 」をそ、 ，
れぞれ加える。

(10) １３６頁４行目の「必要事項」を「必要事項を」に改める。
(11) １３８頁７行目の「Ｄは 」の次に「平成元年９月２５日 」を加え、 ，

る。
(12) １４０頁８行目の「処理は」を「処理し」に改める。
(13) １４３頁４行目から８行目までを削除する。
(14) １５０頁５行目の「みれる」を「みられる」に，１５８頁４行目の

「念書等の」を「念書等を」に，１５９頁３行目の「総務課長」を「総務部
長」に，１６４頁３行目の「判断の」を「判断を」に，５行目の「過去」を
「過去に」に，１６５頁８行目の「福山住民」を「福山市の住民」に，１６６
頁２行目の「裁量権の」を「裁量権を」に，同６行目の「二三四一項」を「２
３４条１項」に，１７０頁４行目の「伴う」を「伴い」に，１７２頁３行目の
「屈服しため」を「屈服したため」にそれぞれ改める。

(15) １８０頁９行目から１８１頁５行目までを次のとおり改める。
「そうすると，控訴人Ｃの取締役で実質的な経営者（代表者）である同

Ｄは，本件各契約において収集搬入すべき物件が汚土であり，その収集搬入の
ためには，福山市からの指示書が必要であるということを認識していたにもか
かわらず，控訴人Ｃの従業員らに対し，Ｍ埋立地への搬入回数を増やすように
との業務命令を発し，指示書に基づかない収集搬入を行わせる違法な行為によ
り，控訴人Ｃにおいて，搬入物件台数に相当する金員を委託料名下に違法に領
得したのであるから，控訴人Ｃは，同不法行為（民法４４条）により福山市に
生じた損害を賠償すべき責任がある 」。

(16) １８２頁１行目の「脅迫によりに」を「脅迫により」に改める。
２ 当審における控訴人らの主張に対する判断（損害額等に関する判断を含

む ）。
(1) 控訴人らは，本件各契約にいう「汚土」には，汚土だけでなく，汚

土を含まない雑草やその他のゴミを含み，さらに不法投棄物についても本件各
契約に基づいて処理することに正当性がある旨主張する。

しかしながら，清掃汚土の収集運搬業務を控訴人Ｃに委託するように
なった経緯，すなわち，控訴人Ｄの強硬かつ執拗な廃物処理委託業者への選定
要請問題を解決するため，従前一般廃棄物処理委託業者に委託していた業務の
うち，汚土収集運搬の部分のみを控訴人Ｃに委託するようになったこと，本件
各契約の契約書にも「町内清掃等にかかる汚土収集運搬委託契約書」と収集運
搬の対象が「汚土」である旨明記されている上，同契約上「汚土」とは「町内
会等地域住民の奉仕活動，その他による用排水路，道路，側溝等のしゅんせつ
清掃作業によって収集された汚土，雑草，その他混合物」とされ，しゅんせつ
清掃作業を前提とし，汚土を含まないものは対象となっていないものと解され
ることなどからすると，汚土外物件や不法投棄物は本件各契約にいう「汚土」
には含まれないものというべきである。特に不法投棄物に関しては，当時，清
掃汚土の収集運搬の業務を所管していた土木部では，環境衛生部清掃管理課か
ら不法投棄物の処理の依頼を受けた際，担当者であるＲ２建設課長，Ｔ係長及
びＵ主任は，当初これを１か月程度放置するなどし，不法投棄物については，
むしろ，本件各契約の対象とはなっていないとの認識をもっていたこともうか
がえる。Ｖ土木部長，控訴人Ｅも同様であり（原審証人Ｖ，原審及び当審にお
ける控訴人Ｅ本人 ，控訴人Ｅは，不法投棄物が当然に本件各契約に含まれる）
との解釈によるというよりも，道路管理者として放置できないとの判断から，
本件各契約に基づいて控訴人Ｃに不法投棄物の処理をさせる決定をしている。

福山市としては，本件各契約で対象とされた「汚土」以外の物件（区
域内の一般廃棄物や不法投棄物）を処理する義務のある場合があるとしても，



それについては，原審認定のとおり，別途検討作業，必要な手続（決裁，予算
の承認）を経るべきであり，汚土外物件や不法投棄物を「汚土」に含めて本件
各契約に基づき収集運搬することは，これらの検討作業や必要な手続を潜脱し，
廃棄物処理法の趣旨にも反することになるのであって，許されない。

(2) 控訴人らは，事前の指示書に記載される台数は，担当職員の目測に
よるものであることから，事前の指示書で指示台数を確定することは事実上不
可能であり，処理後に搬入伝票で台数を確定するほかない旨主張する。

確かに，事前の指示書に記載される台数は，現場確認をした担当職員
の目測を前提としており，実際には事前の指示書に記載される台数どおりの搬
入台数では過不足を生じる場合がないとはいえない。

しかしながら，原審認定の本件各契約の内容及びその履行手続とその
実態からみると，事前の指示書は，個々具体的に業務内容を指示するというに
とどまらず，支出すべき委託料の金額を確定する際の基礎的な資料となり，ま
た，控訴人Ｃによる恣意的な搬入を防止し，本件各契約が適正に履行されるこ
とを確保するための重要な手続上の資料であるというべきである。したがって，
福山市の担当者としては，目測と実際の搬入に必要な台数との間に齟齬があれ
ば再度現場確認をした上で，更に発注すべきなのであって，こうした手続を経
ず，事前の指示台数を超えてされた収集運搬は履行手続に反するものであり，
違法というべきである。

なお，控訴人らは，再度の現場確認と発注の方法を採るにしても，控
訴人Ｃの従業員が，福山市の担当者の現認していないところで，指示外物件を
運び，指示台数では不足したと申告して過大な委託料を請求することも考えら
れ，適正な履行確保はできないとも主張する。しかし，指示台数を超える場合
に再度現場確認をして発注する方法と無制限に指示台数を超える搬入を容認す
る方法（事後的に指示書を作成することを含む ）とを比較すれば，完全に違。
法行為を防止することが可能とはいえないにしても，前者の方が適正な履行確
保に有効であることは明らかなのであって，控訴人らの主張は到底採用できな
い。

(3) 控訴人らは，本件各契約には廃棄物処理法のみが適用され，法２３
４条は適用されない旨主張する。

確かに汚土収集運搬処理業務は，その性質上公共性の高いことは否定
できないが，本件各契約の委託業務の内容は，原審認定のとおり，町内清掃に
より排出された汚土を福山市の担当職員の指示により２トントラックにスコッ
プ等で人力により積み込み，Ｍ埋立地まで運搬搬入するという単純なものであ
り，汚土を収集運搬する作業員及び運搬に使用するトラックは，福山市に届け
出れば足り（届出も昭和６０年からはされていない ，本件の委託業務を行う。）
につき，作業員に特別な資格は要求されておらず，また，２トントラックに特
別な装備等は必要とされていなかった。もともと，福山市は，昭和５５年当時，
控訴人Ｄの強硬かつ執拗な廃棄物処理委託業者への選定要請の問題を解決する
ために，控訴人Ｃに清掃汚土の収集運搬業務を委託したのであって，控訴人Ｃ
は廃棄物処理業務の委託業者としての要件を充たしていなかったのである。す
なわち，当時，福山市としては，汚土収集運搬処理業務に関しては，廃棄物処
理業務の委託業者としての要件を充たしていなくても問題のない業務であると
の認識であったということができる。このようなことからすれば，汚土収集運
搬業務が公共性の高い業務であるとしても，そのことから廃棄物処理法のみが
適用され，法２３４条は適用されないというべきではなく，むしろ，前記内容
等に照らし，本件各契約は，法２３４条１項にいう「売買，賃借，請負その他
の契約」に該当すると解するのが相当である。

また，控訴人らは，法２３４条１項が適用されるとしても，本件各契
約を随意契約の方法で締結したことに裁量権の濫用又は逸脱はない旨主張する。

汚土収集運搬処理業務の公共性の高さについては前記のとおりである
が，原審認定のとおり，本件各契約に係る委託業務の内容は代替性のある単純
作業であり，控訴人Ｃ以外の汚土収集運搬業務の遂行可能な廃棄物処理業者に
よる競争入札の方法により汚土収集運搬委託契約を締結することは可能であっ



たというべきである。福山市は，控訴人Ｄの強硬かつ執拗な申し入れの結果，
控訴人Ｃに対して清掃汚土の収集運搬業務を委託したのであって，能力，信用，
技術，経験等について他の業者との比較検討もせず，契約締結にあたり控訴人
Ｃ以外の業者からの見積もりを徴することもしていない。以来，控訴人Ｄのい
うままに本件各契約の締結に至り，さらに，契約の履行についても搬入伝票を
あらかじめ一括して交付し，指示書に基づかない搬入に対する委託料の支払を
容認するなどしている。このような本件各契約においては，まさに，随意契約
によった結果としての種々の弊害が明らかとなっているのである。そして，平
成元年度以降競争入札の方法が採用されるようになって，平均単価は控訴人Ｃ
に委託していた当時よりも相当に低額になっている（なお，控訴人Ｆは，当審
における本人尋問において，競争入札になって以降サービスの質が低下したと
いった趣旨の供述をするが，その裏付けはなく，仮にそのような面があったと
しても，競争入札の方法が変更された形跡もないことからすれば，競争入札の
方法による弊害はほとんどないものと容易に推認できる 。このようなことか。）
らすれば，控訴人Ｃを相手方として選定し，本件各契約を随意契約の方法によ
り締結したことは，その裁量権を逸脱又は濫用したものというべきである。

なお，控訴人Ａは，昭和５９年ころ，随意契約に関する法令上の問題
を検討したが，他の地方公共団体でも一般廃棄物処理業務を随意契約による方
法で委託していることから問題はないとの結論に至った旨供述する（当審にお
ける控訴人Ａ本人）が，本件各契約にかかる業務は，前記のとおり代替可能な
単純作業であって，福山市も，廃棄物処理委託業者としての資格要件は必要な
いと認識するようなものであったから，その他の一般廃棄物処理業務と同一に
は論じられないというべきであるし，控訴人Ｃに委託するに至った控訴人Ｄと
の交渉経緯等に照らせば，控訴人Ｃと本件各契約を随意契約の方法で締結する
ことは違法であったというほかない。また，控訴人らは，昭和６１年１月ころ
控訴人Ｃ以外の複数業者に対し見積書の提出を求めたが結局見積書の提出がな
かった旨主張し，さらに，控訴人Ａは，そのころ競争入札の方法も検討したが，
減車補償の問題が生じる可能性が考えられたため断念した旨供述する（当審に
おける控訴人Ａ本人 。しかしながら，平成元年度は競争入札が現実に実施さ）
れ，控訴人Ｃ以外の複数業者に清掃汚土の収集運搬業務が委託されていること
からみて，複数業者に見積書の提出を求めたというのは疑わしく，また，昭和
６１年当時競争入札の実施が不可能であったとは考えられない。減車補償の問
題にしても，本件各契約を含め，それまでの控訴人Ｃとの清掃汚土の収集運搬
業務の委託契約においても，単年度契約であること，契約終了後福山市が控訴
人Ｃに対して便宜供与をしたり，控訴人Ｃが補償要求をしないことが明約され
ているのであるから，減車補償の可能性は，競争入札を困難とする事情にはな
らない。

(4) 以上のとおりであり，その余の点について判断するまでもなく，汚
土外物件の処理及び事前の指示書に基づかない処理に対する委託料の支払が違
法な公金な支出にあたり，また，本件各契約は，随意契約によることができな
いにもかかわらず，随意契約の方法で締結されたものであり，随意契約の方法
を制限する法令に反するものであるから，原審認定のとおり，違法であり，本
件各契約の効力は無効である。

(5)ア ところで，控訴人Ａは，本件各契約を随意契約の方法で締結した
ことに過失はなく，また，本件公金支出が問題になっていた期間事前の指示書
によらない収集運搬が行われていることや汚土外物件の収集運搬が行われてい
たことは知らず，これを知りあるいは知り得たとして阻止ないし是正すること
も期待できなかった旨主張する。

しかしながら，昭和６０年前後ころから，汚土の収集運搬の委託に
ついて，控訴人Ｃ一社が独占していること，搬入量が年々増加していること，
単価の相当性や不法投棄物等の収集等で何度も福山市議会において問題とされ
てきたこと，昭和６０年４月１日付けで，控訴人Ｃとの間で控訴人Ａは，昭和
６０年度の町内清掃汚土収集運搬について「昨年度実績（３８２０車）につい
ては双方努力するものとする 」等を内容とする覚書（甲３１）を交わす（控。



訴人Ａは直接文書の作成には関与していないとしても，当審における控訴人Ｆ
の供述によれば，その内容については事前に承認していたことが認められ
る ）などしており，本件各契約締結以前にすでに控訴人Ｃとの随意契約に関。
しては種々問題のあることが窺われていたことは明らかであり，控訴人Ａとし
ては，このころから調査をすることが可能であったし，十分な調査をしていれ
ば，汚土外物件の搬入や事前の指示書のない搬入の事実を含め，事実を知り，
そして，本件各契約の締結，その違法な履行を回避することが可能であったと
いうべきである。ところが，昭和５９年ころの法令上の検討にしても，昭和６
１年の一般競争入札への移行についての検討にしても，いずれも表面的なもの
にとどまっており，その内容からしておよそ問題解決のための真摯な検討がさ
れたとはいえないのであって（控訴人Ｃとの清掃汚土の収集運搬業務の委託契
約は，内容及び経緯からみて，福山市における一般廃棄物の処理契約と同様に
論じられないことは控訴人Ａにおいても容易に知り得たというべきであるし，
一般競争入札導入の支障になったという減車補償問題は何ら支障にならないこ
とが契約文言上明らかである ，このような検討をしたからといって，控訴人。）
Ａが，その責任を免れることはできないというべきである。

イ 控訴人Ｆ，同Ｂ及び同Ｅは，福山市の元助役であって，市長の補助
機関たる職員にすぎないから，市長の権限とされる事項について，助役が損害
賠償責任を負うことはない旨主張する。

確かに，助役であるからといって，直ちに市長の権限とされる事項
について，損害賠償責任を負わなければならないと考えることのできないこと
は同控訴人ら主張のとおりである。しかしながら，助役は，市長を補佐し，そ
の補助機関たる職員の担任する事務を監督する義務がある（法１６７条）ので
あって，助役の職務は，市長との関係では，市長がその権限行使を適正に行え
るよう補佐することにあるのであるから，この補佐を怠れば，それにより福山
市から委任を受けた者としての善良なる管理者の注意義務に反したとして賠償
責任を負わなければならない。そうすると，前記アのとおり，本件各契約締結
の以前から控訴人Ｃとの清掃汚土の収集運搬業務の委託契約をめぐる問題点が
指摘され，同控訴人らにおいても，控訴人Ｄへの対応には苦慮していたのであ
るから，本件各契約締結について，また，その履行についての調査は可能であ
り，同調査によって事実（汚土外物件の搬入や事前の指示書のない搬入の事実
を含む ）を知り，これに基づいて市長に正確な情報を提供し，検討を促すこ。
とによって市長がその権限を適正に行使できるよう補佐することはもとより，
補助職員に対する適切な指揮監督もまた可能であったのに，これらを怠り，本
件各契約の締結及びその履行を容認，放置してきたのであるから，控訴人らも
その責任を免れないというべきである。なお，控訴人Ｆ及び同Ｂは，福山市助
役事務分担規程上，本件各契約を所管していた土木部の担当ではないから責任
はない旨主張するが，同分担規程は，福山市内部で助役の事務分掌を規定した
ものにすぎず，助役の職務権限を制限するものではない上，控訴人Ｂは支出命
令書への決裁，控訴人Ｆは本件各契約締結伺いへの決裁をしていることなどか
らして，本件各契約の締結及びその履行に直接，間接に関与していたものであ
るから，土木部の業務が担当外であるからといって，助役としての責任を免れ
るものではない。

もっとも，控訴人Ｆについては，昭和６２年９月１５日に退職して
いることからすると，控訴人Ｃと昭和６２年度の清掃汚土の収集運搬業務の委
託契約を随意契約の方法で締結したことについては，前記のとおり責任を免れ
ないが，退職後に行われたその履行については，もはや補助職員を指揮監督し
得る立場にはなかったのであるから，責任を認めることはできない。

ウ 控訴人Ｃ及び同Ｄは，福山市の指示書に従って汚土の収集運搬をし
てきたのであって，それが違法かどうかは，同控訴人ら，ましてや控訴人Ｃの
従業員には判断できなかった旨主張する。

しかしながら，控訴人Ｃの実質的な代表者として本件各契約の締結
にあたった控訴人Ｄは，原審認定のとおり，自らあるいは従業員を通じて福山
市に対して指示書を出すよう要望したり，指示書に関係なく搬入台数を増やす



よう従業員に指示したりしている。このようなことからすると，控訴人Ｄは，
本件各契約内容を熟知し，汚土外物件は契約対象外であること，搬入には事前
の指示書が必要なことを知りながら，福山市に働きかけ，従業員に違法な行為
をさせてきたというべきであるから，控訴人Ｃ及び同Ｄもまた責任を免れない。
本件各契約を随意契約の方法により締結したことについても，原審認定のとお
り，控訴人Ｃの実質的な代表者であった同Ｄが福山市の担当者を含めた関係者
に対し，清掃汚土の収集運搬業務の委託契約の継続を，暴行，脅迫によるなど
強硬かつ執拗に要請してきた結果であり，本件各契約の締結についての控訴人
Ｄの不法行為は明らかであるから，この点に関しても控訴人Ｃ及び同Ｄは責任
を免れない。

(6) 本件違法行為によって福山市に生じた損害の有無及び額は，次のと
おりである。

法２４２条の２第１項４号に基づく住民訴訟において住民が代位行使
する損害賠償請求権は，民法その他の私法上の損害賠償請求権と異なるところ
はないというべきであるから，損害の有無，その額については，損益相殺が問
題になる場合はこれを行った上で確定すべきものである。したがって，財務会
計上の行為により普通地方公共団体に損害が生じたとしても，他方，同行為の
結果，その地方公共団体が利益を得，あるいは支出を免れることによって利得
をしている場合，損益相殺の可否については，両者の間に相当因果関係がある
と認められる限りは，これを行うことができる（最高裁第三小法廷平成６年１
２月２０日判決。民集４８巻８号１６７６頁 。）

ア 汚土外物件の収集搬入による損害
本件における汚土外物件の収集搬入については，本件各契約に違反

してされたものであり，そのための公金支出が違法であることは前記のとおり
であるが，汚土外物件であっても，事前の指示書に基づくものについては，福
山市に処理する義務があったというべきである。すなわち，普通地方公共団体
は，清掃，美化等に関する事項を処理しなければならず（法２条３項７号 ，）
その区域内の一般廃棄物の処理に関する計画を定め，その計画に従って一般廃
棄物を生活環境の保全上支障が生じないうちに収集，運搬，処分しなければな
らないとされており（廃棄物処理法６条１項，６条の２第１項 ，特に，指示）
書に基づく収集等の指示は，現場確認を前提とするものである以上，福山市に
おいて収集搬入の必要性を確認した上で行われるのが一般的であると考えられ
るからである。したがって，汚土外物件の収集搬入に関して福山市に生じた損
害は，福山市がＣに対して支払った委託料から，これらの汚土外物件を処理す
るに必要とされる相当な費用を控除した残額ということになる。

この点に関し，控訴人らは，控訴人Ｃに対する委託料は，同控訴人
に委託する以前の環境事業部の所管のころの金額とほぼ同様であるとして，福
山市に損害は生じていない旨主張するが，環境事業部の所管当時の正確な費用
は不明であるし，控訴人Ｃに清掃汚土の収集運搬業務を下水道部が所管するよ
うになった昭和６０年当時の単価の積算根拠は不明で資料もないこと（乙２２，
２３）などに鑑みると，控訴人らの前記主張は採用することができない。

また，被控訴人らは，控訴人Ｃが汚土の少ない時期に収集搬入して
いたのは私有地上の山土や建設残土である（これらについては，福山市に処理
義務はない ）旨主張するが，少なくとも福山市に事前の指示書のあるものに。
ついては，同主張事実を認めるに足りる的確な証拠はないというほかはない
（なお，控訴人Ｄについての刑事事件に係る建設残土の収集搬入に対する委託
料相当額４２２万３０００円が被害弁償として同控訴人から福山市に対して支
払われていることは，先にみたとおりである 。。）

ところで，乙２２，２３によれば，昭和５９年度には一般廃棄物処
理と汚土処理の１車当たりの処理費用が同一の積算基準で計算されていたこと，
また，不法投棄物の処理は昭和６０年度まで一般廃棄物処理業者にスポットで
委託しており，昭和５９年度と同様の積算基準で一般廃棄物処理業者に委託し
ていたことが認められる。これらによれば，福山市に処理義務のある汚土外物
件（不法投棄物を含む ）の処理には，一般廃棄物処理とほぼ同様の費用を要。



するものと認めるのが相当である。そして，甲１８０（ 福山市一般会計予算「
書並びに予算に関する説明書 ）及び１８８（ 市政概要 ）の各４，５によれ」 「 」
ば，一般廃棄物のトン当たりの委託料は，昭和６２年度１万０１３０円，昭和
６３年度１万０３１２円であることが認められる。また，甲１の別表(2)，甲
１５３ないし１５８によれば，福山市における昭和６２年１２月から平成７年
３月までの汚土の搬入台数及び処理重量（ただし，控訴人Ｃの分には汚土外物
件が含まれている ）は別紙のとおりであること，このうち，昭和６２年１２。
月から昭和６３年１２月までは控訴人Ｃの搬入台数及び処理重量であるところ，
昭和６２年度（昭和６２年１２月から昭和６３年３月まで）は，全搬入台数２
０４３台，全処理重量１７４６．６４トンであり，昭和６３年度（昭和６３年
４月から１２月まで）は，全搬入台数７２８０台，全処理重量６９４４．８０
トンであることが認められる。これらによれば，控訴人Ｃによる１台当たりの
平均処理重量は昭和６２年度０．８５４９トン（以下切り捨て ，昭和６３年）
度０．９５３９トン（以下切り捨て）となるから，汚土外物件の処理について
必要とされる相当な費用としては，１台当たり，昭和６２年度８６６０円（１
万０１３０円×０．８５４９ ，昭和６３年度９８３６円（１万０３１２円×）
０．９５３９）であるというべきである（いずれも円未満切り捨て 。）

(ア) 昭和６２年度（昭和６２年１２月２２日から昭和６３年３月３
１日までの搬入分）

同年度の単価は２万０４００円であり，汚土外物件処理の相当単
価は８６６０円であるから，この差額に指示書に基づく汚土外物件の収集搬入
台数（原判決別表三の２によれば１２２１台である ）を乗じたものが損害と。
なり，具体的には次のとおりである。

（２万０４００円－８６６０円）×１２２１台
＝１４３３万４５４０

円
(イ) 昭和６３年度（昭和６３年４月１日から同年１２月２２日まで

の搬入分）
同年度の単価は２万０６００円であり，汚土外物件処理の相当単

価は９８３６円であるから，この差額に指示書に基づく汚土外物件の収集搬入
台数（原判決別表三の２によれば１５３１台である ）を乗じたものが損害と。
なり，具体的には次のとおりである。

（２万０６００円－９８３６円）×１５３１台
＝１６４７万９６８４

円
イ 指示書に基づかない収集搬入による損害

福山市の事前の指示書に基づかずにされた汚土の収集搬入について
は，本件各契約に基づかない違法なものであり，そのための公金支出が違法で
あることは前記のとおりであるが，指示書に基づかないものであっても，汚土
については，先に見た法２条３項７号や廃棄物処理法６条１項，６条の２第１
項の各規定に照らすと，普通地方公共団体である福山市としては，これを処理
する義務があるというべきである。もっとも，指示書がないもので汚土として
収集搬入された物件のすべてが汚土であると言えるかについては疑いがなくは
ない。特に，本件違法行為が行われた昭和６２，３年度の収集搬入台数に比し
その後（違法行為の終了後）のそれは大幅に減少していることからすると，そ
の疑いの念は一層強まるところである。しかしながら，本件違法行為時点では
収集搬入の対象とされていた不法投棄物は，その後（違法行為後）には対象か
ら外されていたのであるから，前記収集搬入台数の大幅な増減のみから直ちに
前記のような疑念が根拠付けられるとは断定できないのであり，前記の刑事事
件に係る建設残土分以外に，汚土として収集搬入された物件の中に福山市に処
理義務のない建設残土がどれだけ含まれていたかを明らかにする的確な証拠は
ないというほかはない（その意味で，損害について立証責任を負担している被
控訴人ら側に些か厳しい判断をすることとならざるを得ないところではあ
る 。。）



そして，福山市に生じた損害としては，後記ウ（随意契約の方法に
より本件各契約を締結したことによる損害）についての場合と同様に考えるの
を相当とすべきであり，したがって，本件各契約の単価と本件各契約締結の直
近の平成元年度の競争入札により決定された落札単価の平均値（１台当たり１
万４３６９円）との差額に，指示書に基づかず汚土として収集運搬された台数
（原判決別表二の２及び三の２によれば，昭和６２年度が１９台，昭和６３年
度が１１５０台である ）を乗じたものと認めるのが相当である。。

これによれば，各年度の具体的な損害額は次のとおりである。
(ア) 昭和６２年度（昭和６２年１２月２２日から昭和６３年３月３

１日までの分）
（２万０４００円－１万４３６９円）×１９台＝１１万４５８９円

(イ) 昭和６３年度（昭和６３年４月１日から同年１２月２２日まで
の分）

（２万０６００円－１万４３６９円）×１１５０台＝７１６万５６
５０円

ウ 随意契約の方法により本件各契約を締結したことによる損害
同損害は，他のとるべき契約方法（競争入札に基づく方法）をとっ

ていれば福山市が支出しなかったはずの金額であり，その金額は，少なくとも，
本件各契約の単価と本件各契約締結の直近の平成元年度の競争入札により決定
された落札単価の平均値（１台当たり１万４３６９円）との差額に，指示書に
基づく汚土の収集運搬台数（原判決別表三の２によれば，昭和６２年度４５８
台，昭和６３年度２１５０台である ）を乗じたものとみるのが相当である。。

したがって，各年度の具体的な損害額は次のとおりである。
(ア) 昭和６２年度（昭和６２年１２月２２日から昭和６３年３月３

１日までの搬入分）
（２万０４００円－１万４３６９円）×４５８台

＝２７６万２１９８
円

(イ) 昭和６３年度（昭和６３年４月１日から同年１２月２２日まで
の搬入分）

（２万０６００円－１万４３６９円）×２１５０台
＝１３３９万６６５０

円
エ アないしウの合計額 ５４２５万３３１１円
オ 損害の填補及びそれを控除した最終損害額 ５００３万０３１１

円
前記のとおり（原判決判示 ，控訴人Ｄは，建設残土の違法搬入に）

ついての詐欺被告事件において，同違法収集搬入（起訴分。昭和６３年４月か
ら６月の間の２０５台分）に対する委託料相当額４２２万３０００円を被害弁
償として福山市に返済しているから，前記損害額から同弁償額を控除した残額
は５００３万０３１１円となる。

(7) 各控訴人らが賠償すべき損害額は次のとおりである。
ア 控訴人Ａ，同Ｂ，同Ｃ及び同Ｄ

同控訴人らは，汚土外物件及び事前の指示書に基づかない汚土の収
集搬入に対する委託料支払により福山市が被った損害及び本件各契約を随意契
約により締結したことにより福山市の被った損害を賠償すべき責任があり，同
控訴人らが福山市に対して填補すべき損害額は，前記オの５００３万０３１１
円である。

イ 控訴人Ｅ
同控訴人は，昭和６３年度の汚土の収集搬入に対する委託料支払に

より福山市が被った損害及び本件各契約のうち昭和６３年度の契約を随意契約
により締結したことにより福山市の被った損害を賠償すべき責任があり，同控
訴人が福山市に対して填補すべき損害額は，前記(6)ア(イ)，イ(イ)及び同ウ
(イ)の合計３７０４万１９８４円である。



ウ 同Ｆ
控訴人Ｆは，昭和６２年９月１５日まで助役であったが，その後退

職したので，本件各契約を随意契約により締結したことにより福山市の被った
損害のうち昭和６２年度分について賠償すべき責任があり，同控訴人が福山市
に対して填補すべき損害額は，前記(6)ウ(ア)の２７６万２１９８円である。
３ 以上の次第で，被控訴人らの本訴請求は，控訴人ら各自に対し前記２

(7)の金額（及び遅延損害金）の支払を求める限度で理由があるから，これと
異なる原判決を変更することとする。

よって，主文のとおり判決する。
広島高等裁判所第２部

裁判長裁判官 鈴 木 敏 之

裁判官 松 井 千 鶴 子

裁判官 工 藤 涼 二

前記当事者間の頭書事件について，先に当裁判所が平成１５年７月２９日に言
い渡した判決中一部脱漏部分があったので，その追加として次のとおり判決す
る。

主 文

１ 控訴人Ａ，同Ｂ，同株式会社Ｃ及び同Ｄは，福山市に対し，各自金５７

４８万７４００円及びこれに対する控訴人Ａ及び同Ｂについては平成元

年４月５日から，同株式会社Ｃについては平成元年４月６日から，同Ｄ

については平成元年４月８日からそれぞれ支払済みまで年５分の割合に

よる金員を支払え。

２ 控訴人Ｅは，福山市に対し，金５０４４万９４００円及びこれに対する

平成元年４月４日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

３ 訴訟費用は,第１，２審とも控訴人Ａ，同Ｂ，同株式会Ｃ，同Ｄ及び同

Ｅの負担とする。

理 由

１ 先に言い渡した判決の「事実及び理由」の「第３当裁判所の判断」欄２

(4)において，汚土外物件の処理及び事前の指示書に基づかない処理に対す

る委託料の支払が違法であると認定したところ，このうち事前の指示書に基

づかない汚土外物件の処理による損害額についての判断が脱漏していたので，

この点について次のとおり追加する。

（１）事前の指示書に基づかない汚土外物件の処理による損害額

ア 昭和６２年度（昭和６２年１２月２２日から昭和６３年３月３１日ま

での搬入分）



同年度の単価は２万０４００円であり，指示書に基づかない汚土外物

件の搬入台数は３４５台（１５６６台－１２２１台。原判決別表二の２

によれば汚土外物件の搬入総台数は１５６６台であり，このうち指示書

のあるものは同別表三の２によれば１２２１台である ）であるから，。

損害額は次のとおりとなる。

２万０４００円×３４５台＝７０３万８０００円

イ 昭和６３年度（昭和６３年４月１日から同年１２月２２日までの搬入

分）

同年度の単価は２万０６００円であり，指示書に基づかない汚土外物

件の搬入台数は２４４９台（３９８０台－１５３１台。原判決別表二の

２によれば汚土外物件の搬入総台数は３９８０台であり，このうち指示

。 ，書のあるものは同別表三の２によれば１５３１台である ）であるから

損害額は次のとおりとなる。

２万０６００円×２４４９台＝５０４４万９４００円

（２）各控訴人らが賠償すべき損害額は次のとおりである。

ア 控訴人Ａ，同Ｂ，同株式会社Ｃ及び同Ｄは，汚土外物件及び事前の指

示書に基づかない汚土の収集搬入に対する委託料支払により福山市が被

った損害並びに本件各契約を随意契約により締結したことにより福山市

の被った損害を賠償すべき責任があり，同控訴人らが福山市に対して填

補すべき損害額は，先に言い渡した判決の「事実及び理由」の「第３

当裁判所の判断」欄２（７）アの５００３万０３１１円の外に，前記

(1)ア及びイの合計額である５７４８万７４００円である（合計で1億０

７５１万７７１１円となる 。。）

イ 控訴人Ｅは，汚土外物件及び事前の指示書に基づかない汚士の収集搬

入に対する委託料支払により福山市が被った損害並びに本件各契約を随

意契約により締結したことにより福山市の被った損害のうち昭和６３年

度分について賠償すべき責任があり，同控訴人が福山市に対して填補す

べき損害額は，先に言い渡した判決の「事実及び理由」の「第３ 当裁

判所の判断」欄２（７）イの３７０４万１９８４円の外に，前記(1)イ

の５０４４万９４００円である（合計で８７４９万１３８４円とな

る 。。）

(なお，控訴人Ｆは，先に言い渡した判決「事実及び理由」の「第３ 当

裁判所の判断」欄２（７）ウのとおり，本件各契約を随意契約により締

結したことにより福山市の被った損害のうち昭和６２年度分について賠

償すべき責任があるにとどまり，同(5)イのとおり，退職後の履行部分

である指示書に基づかない汚土外物件の搬入による損害については，こ



れを賠償すべき義務はない ）。

２ よって，以上のとおり追加し，主文のとおり判決する。

広島高等裁判所第２部

裁判長裁判官 鈴 木 敏 之

裁判官 松 井 千 鶴 子

裁判官 工 藤 涼 二


